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付属資料－１ プロジェクト研究 

「社会資本整備における合意形成手法の高度化に関する研究」 
 

1) プロジェクト研究の目的 

社会資本整備については、近年の厳しい財政状況、国民意識の多様化を背景

により効率的で透明性の高い執行が求められており、住民とのコミュニケーシ

ョンを図りながら事業を円滑に進めることが必要とされています。このため、

行政担当者が事業や地域特性に応じて適切な住民参加プロセスを設計、実施す

ることが重要であるといわれています。これまで、社会資本整備の合意形成は

事業毎に実施されてきており、直轄事務所の担当者などの貴重な体験や知見も

体系化されてこなかったため、国土技術政策総合研究所（以下国総研）では、

直轄事務所職員がそれらを学習し共有できるようなシステムを構築し現場を

支援することが重要だと判断いたしました。国総研のプロジェクト研究「社会

資本整備における合意形成手法の高度化に関する研究 ～共通理解の促進と

満足度の向上をめざして～」では、行政と住民の合意形成の考え方、合意形成

プロセスの設計や体制の構築方法、具体的なコミュニケーション手法とその運

用等について、既往知見、実践事例の体系的な整理を行い、行政担当者が目的

や場面に応じてそれら知見を利活用できる簡便なデータベースシステムの試

作を行いました。 

プロジェクト研究は下図にあるように、３つの取り組みで構成されています。

①状況対応型合意形成プロセスの提案では、事業分野横断的な観点から事業の

広域性や利害関係等の特性を整理した上で、様々な事業での創意工夫を分析し、

状況に応じた合意形成プロセスの提案を行っています。②コミュニケーション

技術の体系的整理では、既存の研究や現場での取り組みを事業分野横断的な観

点から分析し、各コミュニケーション技術の理論や手法・スキル等を体系的に

整理しています。③合意形成に関する知識共有システムの構築では、現場担当

者（合意形成業務の初心者から上級者まで）が効率よく全国の合意形成事例や

研究成果や知見を検索し、現場での取り組みに活かすとともに、自らの知識や

経験を入力（蓄積）することにより知見を自己集積できるシステムの構築を行

い、その運用体制を構築しています。 
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図-付1-1  プロジェクト研究の概要 

 

 

2) プロジェクト研究の実施方法 

 

本研究では各事業分野、各事業段階における合意形成プロセスを取り扱うた

め関係機関との連携が不可欠であると判断し、プロジェクト研究関係研究部に

よる意見交換会を定期的に実施しながら、研究内容について共通認識を構築し、

検討を行いました。 

研究は以下の流れにより実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-付1-2  プロジェクト研究の流れ 

①事業特性、地域特性等に応じた合意形成プロセスの概念整理 

②コミュニケーションプロセスの設

計に関する留意事項の抽出・整理 

③コミュニケーション手法の比較・

整理 

④合意形成に資する現場担当者の知識・技術に関するヒアリング調査及び整理 

⑤ガイドブックのとりまとめ 
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3) プロジェクト研究の実施体制 

 
行政担当者のニーズ把握やシステムの利便性を確保するため、地方整備局、

直轄事務所に対してヒアリング調査を実施し、実践における課題やその解決策

などの事例収集、ガイドブックに対するニーズの把握等を行いました。また、

研究期間を通して合意形成に関する先駆的研究を行っている学識経験者から

研究の進め方などについて適宜指導を受けながら実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-付1-3  実施体制 

 

 

 

 

 

 

行政（本省、地方整備局、自治体） 

・ 合意形成、PI の制度の整備 

・ 合意形成、PI の実施 

・ ガイドブックの活用と新たな創意工夫の蓄積 

研究実施（所外） 

地方整備局/国土交通大学校 

・ 職員のスキルアップに向けた取り組み方策の検討 

大 学 

研究への助言等 国土技術政策総合研究所 

・ 合意形成プロセスの提案 

・ コミュニケーション技術の向上 

・ 知識共有システムの活用支援、継続的運用・改善 
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4) 意見交換会参加者 

 

部・センター 課室等 役職 氏名 

高度情報化研究センター  
住宅情報システム
研究官 

小林英之 

環境研究部 河川環境研究室 主任研究官 大沼克弘 

  主任研究官 長野幸司 

 道路環境研究室 室長 並河良治 

  主任研究官 曽根真理 

  研究官 足立文玄 

  研究員 沢村英男 

下水道研究部 下水処理研究室 室長 南山瑞彦 

  研究官 山縣弘樹 

  研究官 荒谷裕介 

河川研究部 ダム研究室 主任研究官 村瀬勝彦 

  主任研究官 川﨑将生 

  研究官 冨澤洋介 

道路研究部 道路研究室 室長 塚田幸広 

  研究官 松田和香 

  研究官 濱谷健太 

 道路空間高度化研究室 室長 森 望 

  室長 岡 邦彦 

  主任研究官 高宮 進 

  交流研究員 中野圭祐 

住宅研究部 住宅計画研究室 室長 居谷献弥 

  室長 砺波 匡 

  主任研究官 長谷川洋 

  研究官 米野史健 

 住宅生産研究室 室長 長谷川直司 

都市研究部 都市計画研究室 室長 飯田直彦 

  主任研究官 石井儀光 

 都市施設研究室 室長 阪井清志 

  研究官 赤星健太郎 

  研究官 中西賢也 

 都市防災研究室 主任研究官 竹谷修一 

沿岸海洋研究部 沿岸防災研究室 室長 小田勝也 

  研究官 熊谷兼太郎 

 沿岸域システム研究室 室長 鈴木 武 

高度情報化研究センター 情報基盤研究室 主任研究官 高橋裕輔 

危機管理技術研究センター 砂防研究室 主任研究官 清水孝一 

 水害研究室 室長 中村徹立 

  研究官 山岸陽介 

総合技術政策研究センター 建設マネジメント研究官 濱田俊一 

（事務局） 建設マネジメント研究官 佐藤 浩 

 建設マネジメント技術研究室 室長 伊藤弘之 

  室長 山口真司 

  主任研究官 三浦良平 

  研究官 山口行一 

  研究官 鈴木 温 

  研究員 仲村明信 

  研究員 早川裕史 
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